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まえがき

平成16年度は、新潟県にとって、今までに

なく大きな災害に見舞われた一年であった。

７月13日には、新潟県から東北地方南部に

停滞した梅雨前線の影響により、新潟県中越

地方を中心に24時間雨量が400㎜を超えると

いった記録的な豪雨となった。この豪雨によ

り、信濃川に流入する五十嵐川と刈谷田川の

堤防が決壊し、また斜面崩壊も多発して、

7.13水害が発生した。

更に、10月23日には、新潟県川口町で震度

７、その周辺の地域でも震度６強を数回観測

する新潟県中越地震（新潟県では、新潟県中

越大震災と呼んでおり、それにあわせて以下

本文でも新潟県中越大震災と記述する）が発

生した。

この7.13水害と新潟県中越大震災は、新潟

県中越地方において甚大な被害をもたらし

た。その中で、新潟県測量設計業協会は、災

害復興にむけて様々な活動を行ってきた。

本文では、7.13水害と新潟県中越大震災に

おいて、新潟県測量設計業協会が行った災害

復興活動、及び災害復興活動で得られた教訓

等を報告するものである。

１．7.13水害

平成16年７月13日に発生した集中豪雨は、

五十嵐川、刈谷田川の決壊及び自然流路によ

る氾濫等で長岡市北部・見附市・中之島町一

帯に浸水をもたらし、15名もの尊い命が犠牲

になった。また、70棟が全壊するなど住宅被

害も甚大であった。

最大浸水範囲は７月14日現在での国土地理

院作成の災害状況図によると60.52㎞2であった。

新潟県によると、公共土木施設及び山腹で

の土砂災害は以下の数量であった。
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表.１　7.13水害における公共土木施設の被害状況
（新潟県ホームページ）

表.２ 7.13水害における土砂災害発生状況（新潟県
ホームページ）

工種 事業主体 箇所数 事業費（百万円）

河川

道路

橋梁

砂防施設

下水道

公園

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

913

100

1013

258

662

920

2

16

18

18

18

5

5

10

10

1,191

793

1,191

45,940

902

46,842

4,124

4,401

8,525

163

440

603

429

429

538

538

59

59

50,656

6,340

56,996

発生災害

地すべり

がけ崩れ

土石流等

計

発生件数

83

246

12

341
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2．新潟県中越大震災

新潟県中越大震災は、平成16年10月23日に

最大震度７（川口町）を記録し､その後に6強

が２回、６弱が２回、５強が８回、５弱が６

回とまれに見る大地震であった。その被害は

広域に及び芋川流域では土砂崩れによる河道

閉塞が５箇所も発生し､集落が水没の憂き目

に遭遇した。

人的被害も大きく、新潟県によれば、死者

51名、重傷者635名、軽傷者4,160名であった。

住宅被害は、全壊3,185棟（3,138世帯）、大規

模半壊2,159棟（2,147世帯）、半壊11,566棟

（11,867世帯）、一部損壊103,500棟（111,909

世帯）であった。

また、新潟県によれば、道路等の被害状況

は以下の通りであった。
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表.３　新潟県中越大震災における被害状況（新潟県
ホームページ）

表.４　新潟県中越大震災における公共土木施設の被
害状況（新潟県ホームページ）

工種 事業主体 箇所数 事業費（億円）

河川

道路

橋梁

砂防施設

下水道

公園

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

県工事

市町村工事

計

417

28

445

926

1,678

2,604

44

45

89

74

74

21

269

290

3

34

37

1,485

2,054

3,539

110.2

3.5

113.7

498.1

255.7

753.8

27.0

7.6

34.6

31.0

31.0

16.0

166.9

182.9

0.5

6.3

6.8

682.8

440.0

1,122.8

災害状況等 全箇所数

道路

河川・海岸

土砂災害

土砂崩れ

路面陥没・路肩決壊

危険予防措置

その他

計

河岸堤防・護岸亀裂等

河川埋塞

海岸護岸

計

地すべり・がけ崩れ等

78

108

22

16

224

278

147

2

427

267

表.５　新潟県中越大震災における土砂災害の被害状
況（新潟県ホームページ）

事　　業 箇所数 事業費（億円）

災害関連
緊急事業

県が補助
する市町
村事業

災害関連緊急砂防事業 6 20.2

災害関連緊急地すべり
事業

52 174.4

災害関連緊急急傾斜地
崩壊対策事業

13 26.7

災害関連緊急急傾斜地
崩壊対策事業（特例）

7 6.5

計 78 227.8

災害関連地域防災がけ
崩れ対策事業

20 6.8

災害関連地域防災がけ
崩れ対策事業（特例）

22 4.0

計 42 10.8
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写真.２　新潟県中越大震災における被害状況（㈱オリスホームページ）

写真.１　新潟県中越大震災における被害状況（㈱ナカノアイシステムホームページ）
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写真.３　道路災害状況（元気だしていこー！新潟　新潟県中越大震災のすがた（新潟県長岡地域振興局災害復
旧部）から抜粋）

着手前 着手前

着手前 着手前

着手前 着手前
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3．新潟県測量設計業協会における活動
内容

新潟県にとって、平成16年は、7.13水害、

新潟県中越大震災といった大きな災害に相次

いで襲われ、自然の脅威にさらされた年で

あった。このような災害時において新潟県測

量設計業協会は、災害復興に向けての社会的

責任を果たすため、様々な活動を実施してき

先端測量技術　No.91

写真.４　地すべり発生状況（元気だしていこー！新潟　新潟県中越大震災のすがた（新潟県長岡地域振興局災
害復旧部）から抜粋）
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表.６　7.13水害における新潟県測量設計業協会の対応

日程 活　　動　　内　　容

7 月13日 中越地区で五十嵐川などの堤防決壊により、大災害発生

7 月14日
長岡地域振興局地域整備部長から協会あて、災害復旧に向けての業務応援要請（災害応援協定書の締結）
協会では、中越地区の会員を中心に協力体制を調えた。

7 月15日
三条土木事務所長から業務応援要請
南蒲原・三条・見附地区の会員を中心に協力体制を調えた。

7 月21日
小出地域振興局地域整備部長から業務応援要請
南・北・中魚沼・小千谷・十日町地区の会員による協力体制を調えた。

7 月22日
長岡地域振興局地域整備部長から協力体制強化の要請
7月26日に上越地区及び西蒲原・白根・燕地区会員による協力体制を調えた。

7 月26日 茨城県測協から災害見舞金を受領

7 月28日 新潟県等が実施する「梅雨前線豪雨災害義援金」募金に協会として協力することとし、全会員に協力要請

8 月 6 日
長岡地域振興局地域整備部長から協力体制の一層の強化の要請
8月9日新潟地区と新津地区会員による協力体制を調えた。

9 月17日 「梅雨前線豪雨災害義援金」募金を新潟県の災害対策本部に寄付。

表.７　新潟県中越大震災における新潟県測量設計業協会の対応（平成16年12月24日迄）

た。

新測協だより（新潟県測量設計業協会発

行）平成17年１月15日号では、災害の発生と

協会活動として、新潟県測量設計業協会の活

動を時系列で記載している。その内容は、以

下の通りである。

日程 活　　動　　内　　容

10月25日
被災地区を除く下越地区及び上越地区の理事による地震対策会議をそれぞれの地区で開催し、協力体制を
調える。

10月27日 全会員に地震災害について協力要請

10月29日
茨木会長、新保副会長、吉澤技術委員長、佐藤事務局長、長岡地域整備部に「協会として全面的に協力す
る」旨の挨拶

11月 1 日

与板維持管理事務所　三ヶ月維持管理課長から協力要請
北陸地方整備局企画部技術管理課島田課長補佐から北陸地区協との意見交換会について延期する旨の連絡
新保副会長、山岸総務広報委員長から会員の被災状況について連絡
全国測量業厚生年金基金へ「この度の地震災害に対しての基金の対応」を事務局から照会

11月 2 日 川口町建設企業課からこの度の震災について協力要請

11月 4 日

與口経営委員から柏崎地域振興局地域整備部との災害応援協定締結について連絡
会長、内藤副会長、新保副会長が中越地震について意見交換
茨木会長、佐藤事務局長、新潟県土木部技術管理課桑原課長に、通常業務の工期延長及び被災地の地域整
備部との災害協定の締結について依頼。桑原課長からは文書で提出するよう指導を受けた。
長岡市土木課から災害応援協定締結の要請
北陸3県測協及び全国測量業厚生年金基金から災害見舞金を受領（この見舞金については11月9日開催の理
事会で被災会員への見舞に充当することに決定）

11月 5 日
越路町建設課から災害協定締結の要請
佐藤事務局長　土木部長への要望書を土木部に持参
滝沢理事から小出振興局及び十日町振興局地域整備部長との災害応援協定締結の連絡

11月 8 日

小千谷市から災害応援協定締結と15日に国土交通省の調査にともなう4班体制での協力要請
山形県測協永沢会長から災害への応援については、県測協として対応するよう要請の連絡
茨木会長が都市再生街区基本調査事業について、国土地理院北陸地方測量部長へ工期の延期を要請
茨木会長、佐藤事務局長　土木部技術管理課桑原課長へ、工期の延長要請についての対応を伺う。
茨木会長から、建設コンサルタンツから測量について協力要請を受けた旨の連絡

11月 9 日
興口経営委員から柏崎地域整備部管内の被災状況について連絡
「中越地震災害への対応」を議題に理事会開催
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以上、12月24日現在までの主な動きを記載

した。なお、被災地への実際の応援部隊につ

いては会長が各班長（担当理事）と各班の余

力等について協議の上、随時決定したとのこ

とであった。

4．災害復興活動により得られた教訓等

新潟県測量設計業協会の災害復興活動によ

り得られた教訓としては、新潟県測量設計業

協会の茨木会長が記述した「社団法人新潟県

測量設計業協会の復旧支援体制と技術提携に

ついて」（月間建設マネジメント技術2005年

８月号（財団法人経済調査会発行））に記載

されている。

ここでは、新潟県中越大震災における新潟

県測量設計業協会の活動における教訓等が示

されており、その内容を整理すると次のよう

になる。

（１）震災発生直後

新潟県中越大震災は、10月23日夕方に発

生したが、10月25日には中越地区を除いて

対策会議を、10月27日は新潟県測量設計業

協会の全会員に対して災害復旧の協力要請

を行っている。

震災発生後４日目にして被災地の会員を

含む全会員に協力要請を実施できたこと

先端測量技術　No.91

11月10日 小出地域整備部滝沢副部長から震災復旧事業への協力要請
茨木会長、佐藤事務局長　土木部植木技監に「完了事業の早期支払い等5項目について」要望

11月10日

国土交通省北陸地方整備局企画部技術管理課石田課長から、この度の地震の関連事業で、当協会に設計等
の業務を委託したい市町村があったら紹介してよいかとの連絡
新保副会長から送付のあった災害査定資料を会員にFAX
茨木会長と富山県測協市森会長が協力内容について協議

11月11日 理事（班長）あて応援協力の余力調査を依頼

11月12日 11月10日会員にFAX送信した災害査定資料について、長岡整備部からの指導事項を会員に連絡
「中越地震災害への応援協力体制について」により、連絡体制を整備したことを会員に連絡

11月15日 長岡市下水道課から協力要請
（社）日本測量協会北陸支部から「新潟中越地震復興測量支援（GPS機器等の無償貸与）」について連絡

11月16日 茨木会長　山形県測協会長に協力要請

11月17日 GPS機器等の無償貸与希望の有無について会員に照会
茨木会長、佐藤事務局長　農林水産部の農林水産部所管事業の工期の延期について要望

11月18日 新潟県土木部技監から「工期延期措置についての地域機関等への通知」を受け、会員に連絡

11月19日 東北地区協から宮城県、山形県、福島県各協会長等災害見舞に来県、見舞金を受領

11月25日 中越地震歩掛り検討会を開催12社参加
新潟県農林水産部漁港課菅井課長から水産施設等の調査について協力要請

11月26日 茨木会長、漁港課に出向き打合せ

11月29日
土木部植木技監、桑原技術管理課長、高橋政策企画係長から、協会が県外に応援を求めている状況を聞か
れた上で、当初協会として要望していた、県外からの応援者への交通費、宿泊費について検討する旨の話
があった。（対応者：茨木会長、佐藤事務局長）

11月30日 土木部技術管理課高橋政策企画係長から、県外からの応援について交通費、宿泊費の実費を支給する場合
の考え方の概要を佐藤事務局長に説明

12月 1 日 茨木会長　山形、群馬県測協に応援要請

12月 2 日 茨木会長　福島県測協小林会長に応援要請

12月10日 第2回中越地震歩掛り検討会の開催12社参加
理事（班長）あて第2回目の応援協力の余力調査を依頼

12月15日 歩掛についての検討結果を土木部技術管理課に説明

12月16日 茨木会長、新保福会長が長岡地域整備部長見積書作成歩掛（案）を説明

12月24日 地震災害にかかる見積書作成歩掛の説明会開催
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図.１　災害時の応援業務に関する協定（その１） 図.２　災害時の応援業務に関する協定（２）

は、新潟県中越大震災の規模を考えた場

合、十分に評価されることと考えられる

が、今後は災害時における初期の対応をよ

り速やかに実施できる体制づくりが必要と

考えられる。

（２）平時からの自治体との連携強化

被災地の自治体では、甚大な地震被害と

余震における対応のため、被害状況の把握

は十分に実施できなかったのが現状であっ

た。そのため、災害復旧に向けて、応援側

である協会も動きがとりにくい状況であっ

た。

今後は、災害時における協力体制等につ

いて、平時から自治体と協議を行っていく

必要性があると考えられる。

現在、新潟県測量設計業協会は、新潟県

中越大震災の教訓をもとに、新潟県と災害

時の応援業務に関する協定を締結してい

る。（図.１、２参照）

このような協定にもとづき、平時から災

害時等における対応について自治体と協議

を行うことは、有事の際に非常に重要と考

えられる。

（３）応援人員の確保

震災復旧に係る測量設計を行うために

は、作業を実施する応援人員の確保が非常

に重要な課題であった。

そこで、以下の対応を並行して実施し

た。

①　国、地方自治体等に対する手持ち事業

の工期延長の要請

②　会員間の連絡体制強化による人員動員

余力の把握

③　県外の測量設計業協会への協力要請

④　GPS機器等の無償貸与等に関する橋渡

し等

（４）有事における他の業界団体との連携強

化

被害を受けた自治体等からの応援要請は

相次ぎ、その内容も技術提携、復興プラン

策定、測量器機の貸与や扱い方の技術指導

等多岐にわたるものであった。
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これらの応援要請に対して、新潟県測量

設計業協会としては、協会の限られた陣容

の有効活用の面から適材適所を念頭に対応

してきた。

その中で、協会としては、例えば被害状

況の視覚化においてコンサルタントや航空

測量業者、関連企業等とのネットワーク構

築が不可欠であること等、自治体等の応援

要請に十分に応えるためには、協会外の

様々な企業、業界団体との連携が非常に重

要であることが認識できた。

すなわち、平時の際から、災害等の有事

における対応について、様々な業界団体と

連携方法等を協議することが非常に重要で

あると考えられる。

また、大学等の研究機関との連携も非常

に重要と考えられる。新潟大学では、災害

からの復興を支援するため設置する学術を

基盤とした総合センターとして、新潟大学

復興科学センターを設立した。新潟県測量

設計業協会としても、新潟大学復興科学セ

ンター等の研究機関と十分に連携を深め、

災害時における機敏な対応を進める必要が

あると考えられる。

（５）道路被害の対応について

新潟県中越大震災では、復旧活動に重要

な役割を担う道路が、関越自動車道、北陸

自動車道の高速道路を含め甚大な被害を受

けた。

このため、中山間地域においては、道路

の分断等により孤立する集落等が多く発生

し、復旧活動のための測量を実施したくて

も、測量すべき現場に到達することさえも

困難な状況が多く発生した。

新潟県測量設計業協会では、被災地域に

明るい地元の会員からの情報により、迂回

路の確保や最短距離の山越え等によりでき

る限りの対応を行ったが、平時から道路寸

断のケースを想定した対応策の策定の必要

性を強く痛感させられた。

（６）斜面災害の対応について

新潟県中越地方は、美しい棚田に代表さ

れるように中山間地を多く含む自然豊かな

地域である。新潟県中越大震災は、このよ

うな中山間地を直撃したため、多くの斜面

災害が発生した。

特に、新潟県中越大震災は、非常に大き

な余震が長期に渡って発生したため、斜面

崩落現場等では、二次災害の危険性がある

中で、調査測量を行うこととなった。

今後は、このような調査測量の結果を踏

まえて、地盤の変位や被災状況データの

データベース化等を行い、土砂災害に備え

ることが必要と考えられる。

また、7.13水害や新潟県中越大震災にお

ける斜面災害の状況等を踏まえた土砂災害

ハザードマップについて緊急に整備するこ

とも重要と考えられる。

5．まとめ

新潟県中越大震災から２回目の冬が訪れた

が、２回とも豪雪に見舞われたこともあり、

被災地の新潟県中越地方では、震災時のまま

の道路も多く存在するなど、災害復旧は必ず

しも順調とはいえない状況であると考えられ

る。

新潟県測量設計業協会の活動も、震災発生

時のあわただしさからは徐々に解放されてき

ており、今後は7.13水害や新潟県中越大震災

で得た多くの貴重な経験、教訓等をどのよう

に生かしていくかが重要になってきている。

新潟県中越地方の美しい自然がよみがえる

ことを願うとともに、今回、新潟県測量設計

業協会として得た教訓等が、他の地域におい

ても参考になるようであれば、非常に幸いで

ある。
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最後に、本文を作成するにあたって、新潟

県測量設計業協会の茨木会長に多くのご指

導、ご鞭撻を賜ったことについて、深く感謝

するとともにお礼を申し上げます。

（発表日：2006年１月26日）
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